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 セミナーについて そ の 他 
茨

城

県 
特になし 特になし 

栃

木

県 

○ 新しい総合事業における緩和型サービスの創出、生活支援体制整備、認知

症初期集中支援事業（チーム員の活動）及び認知症地域支援推進員業務等

について、先進事例を学ぶセミナーの開催（今年度、県において市町村職

員対象に認知症関係事業の先進事例紹介をしたところ、他の事例も紹介し

て欲しいとの要望があったため。） 

特になし 

群

馬

県 

○ 地域ケア会議の充実 

○ 生活支援ニーズ調査、資源開発の具体的事例 

○ 在宅医療・介護連携推進事業プラン作成強化セミナーについては、県担当

職員全員が受講しているものではないので、継続的な実施をしていただけ

るとありがたい。（開催場所は、群馬県を希望します。市町村職員等の参

加も認めていただきたい。） 

○ 9 月 4 日の国研修資料 3 で紹介された、滋賀県が実施している「市町在宅

医療･介護連携推進セミナー」の方法についての研修を希望する。（データ

収集・分析・指標の分け方・データ解釈の演習方法等） 

○ SNS（メディカルケアステーション）による多職種連携における個人情報

の取り扱い方についての研修（講演＋グループワークでの演習）を企画し

たいが、ふさわしい講師を紹介していただきたい。 

○ 各都県が行っている市町村向け研修のプログラムの情報交換や、相談支援

コーディネーター向け研修の企画案に関する情報交換を希望する。 

○ 関東信越厚生局（都道府県事業所）が保有している情報の提供について、

県のニーズに応じ、タイムリーな対応をしていただけるとありがたい。 

来年度実施事業の要望について 
資料２ 
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 セミナーについて そ の 他 

埼

玉

県 
特になし 

○ 都県協議会の開催にあたり、開催頻度や資料の作成依頼など、都県や市町

村の負担にならないようにしていただきたい。 

○ 研修講師の選定に苦慮しているため、研修講師派遣の人材バンクの創設な

どの検討をお願いしたい。 

千

葉

県 

○ 総合事業移行の検証の課題等について 

○ 平成３０年４月以降の「在宅医療・介護連携推進事業」の推進・発展につ

いて 

特になし 

東

京

都 
特になし 特になし 

神

奈

川

県 

○ 都県協議会、認知症ブロック会議、地域包括ケア応援セミナーの座学分は、 

東京都心での開催についても御検討いただけるとありがたい。 

○ 認知症のテーマとして、認知症疾患医療センターの評価、徘徊高齢者関連

のテーマも検討してほしい。 

 

○ 旅費予算の確保のため、９月頃までに次年度の予定がわかるとありがた

い。 

○ 認知症の会議の開催については、次年度の予算の確保に向けた調整の都合

上、９月くらいまでには実施してほしい。 

新

潟

県 

○ 若年性認知症セミナー及び在宅医療・介護連携推進事業プラン作成強化セ

ミナーは有効であると思う。 

○ 大規模集合住宅における地域包括ケアについては、本県においてはそのよ

うな課題がないため、本県からの参加は無いと思われる。 

○ 開催場所について、関東信越厚生局管内で輪番制で開催するなど、一部の

地域に集中しないように開催していただきたい。 

 

○ 次回協議会では在宅医療・介護連携を議題として情報交換したい。 
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 セミナーについて そ の 他 
山

梨

県 
特になし 特になし 

長

野

県 
特になし 特になし 


